






















A-43 

氏名 年齢 職名 年 主要教育歴
ライセンス
取得資格

主要職歴

66－68 OPEMA航海士学校

68－73
ウクライナ共和国Kherson漁業
学校にて遠洋漁業航海術を学
ぶ

遠洋航海
一等航海
士（優秀

74 OPEMA遠洋航海士として入局

75－76
コナクリー港における設備（製氷施
設、漁業船舶の為の機械工場）推
進補佐役

76
プロジェクトSINO-GUINEENにおけ
るトロール船''GASSIMOU BARRY
および14Mai''船長

76－77
中国人専門家によるトロール
船エンジン技術研修

'SONAPECHE''艤装長

77 'SONAPECHE''水産物加工責任者

78
FAO水産開発プログラムの専門家
に任命

78

フランス、Nantes ISTPM（海洋
科学技術学院）において水
産、遠洋航海術、漁業技術に
ついて研修

FAO-
ACTIM取
得(漁具
法）

80 漁業省技術委員会メンバーに選任
82－88 'SOGUIPECHE''の技術長

88－92
漁業大臣代理としブラジル造船場
''CORENA et EBRASA''に23隻のト
ロール船造船のため赴任

99

モロッコアガディール海事学院
（モロッコ漁業省・JICA共同プ
ログラム）にて航海術および漁
場探索研修終了

現職：漁業・水産増殖省 沿岸漁業
局 産業漁業部 漁船管理官

63－68 Kindia教育専門学校
68 コナクリー海事訓練センター入所

68－73
ウクライナ漁業学院（天測航
法・造船術・海洋気象）入所

航海士

75 トロール船''22 Novembre''船長
77 トロール船''14 Mai''船長
80 トロール船''Matakang''船長

83-84 長期航海（Conakry-Concarnean)
86-87 長期航海（Conakry-Dakar)船長
89－90 トロール船造船研修
74－76 コナクリー科学技術大学

76－77
国立たばこ・マッチ製造所（Ｅ
ＮＴＡ）にて研修

77－82 機械エンジニアとして（ＥＮＴＡ）勤

82－83
ＳＯＮＦＯＮＩＡの工場にて機械エン
ジニアとして勤務

83－96
ＳＡＬＧＵＩＤＩＡの工場にて機械エン
ジニアとして勤務

84 コナクリー海事技術学院
トロール船にてディーゼルエン
ジン研修

機関士

84－85 ソビエト船機械エンジニア
85－87 SONAPECHEにて二等機関士
87－89 スペイン船'14 Mai'にて一等機関士
89－90 造船主任機械技師
94－95 ブスラ港管理センター補佐

無線技士

73－75 ＯＰＥＭＡにて電気技師

75－80 Souapêche(国営漁業会社)無線局

80－81 ポルトガル水産工場にて研修 ＳＰＡＤにて無線局長

83-84 フランスにてギニア船舶改造指導

88－89
フランスにて無線修理・設置技
術研修

88－90 ブラジルの造船場にて顧問

90－94 トロール船無線技士

96－98 Kenienの冷凍センター電気技師

計画調査船乗組幹部候補者リスト計画調査船乗組幹部候補者リスト計画調査船乗組幹部候補者リスト計画調査船乗組幹部候補者リスト

4 Abou ll SYLLA 41 機関士

5
Mamadou Dian

DIALLO
51 無線電気士

3 Mamdou BaÏlo KANTE 48 機関長

2 Lansana MARA 52 船長

1 Kailidou TOURE 55 漁労長・船長
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氏名 年齢 職名 年 主要教育歴
ライセンス
取得資格

主要職歴

6 Bangay BEREATE 35 航海士 92
7 Mandjou TRAORE 35 機関士 91

84－85 コナクリー大学

85－88
上級海事学院（カサブランカ）

商船二等
航海士

92－96 トロール船''KAPORO''にて航海士
77 養殖技師

77－83 養殖発展プロジェクト参画
83－86 水産物品質管理局にて統計を担当
86－89 漁業部に配属
91－93 国立漁業監視・保護センター
95～ Forekariah県漁業統計に従事

65－68 海事学院 海事士
68－74 モスクワ Kherson漁業大学 機関士

74 モスクワにて機関研修

75－78
トロール船''GASSIMOU BARRY''
一等機関士

78－80 トロール船''ＡＬＰＨＡ''二等機関士

81－84 スペイン漁業学院にて研修
70-73 コナクリー海事教育学校

73－78
ウクライナASTRAKHANにて水
産物加工資格取得

79－90 漁獲物検査における統計を担当
90－95 ＣＮＳＰ
71－74 海事学校
74－75 ウクライナ語学学院
75－79 ウクライナ ベルグラド水産学校 エンジニア
79－80 DGPにて研修
80－81 ＤＧＰにて統計担当
81－82 ＭＡＦＡＰＡ
82－83 ＤＧＰにて統計担当
83－91 D.P.P. Boffaにて統計担当
91－95 D.P.P. Kaloumにて統計担当
95-96 D.P.P. Kaloumにて普及活動
96～ D.P.P. Kaloum漁業局長

73-78 ウクライナ Belorode水産学校

82－84 ロシア船船荷監察官

86 スペイン船船荷監察官
88－98 OPPI管理工場長

2000 養殖・水産加工物品質検査教育係
66-68 コナクリー海事訓練学校

68 ウクライナ Bakou語学学院

69－74 ウクライナ Kherson水産学校 機関士

74－80
トロール船''Mafory BANGOURA''
一等機関士

80－86 トロール船''Soro''一等機関士
86－87 イタリアにて電気技術研修
87－88 トロール船''Soro''一等機関士

88－89
フランストロール船造船場にて
研修

89－91 トロール船''Kaporo''二等機関士
91－00 トロール船''Kaporo''一等機関士

主な略称
OPEMA 水産局 Office Pêche Maritime

ISTPM 水産科学技術学院
Institut Scientifique et Technique
des Pêches Maritime

SONAPECHE 国営漁業会社 Sociètè National de Pêche

SOGUIPECHE ギニア国営漁業会社
Sociètè Guinéenne National de Pê
che

CNSP 国立漁業監視・保護センター
CentreNational de Surveillance et
Protection des Pêches

DGP 漁業省総務部 Director Général des Pêches

機関士50Gadiry DIALLO14

13 Naby DAMBA 50 幹部乗組員

12 Ｆａｃｉｎｅｔ ＣＡＭＡＲＡ 46 幹部乗組員

水産加工技
術者

49Amadou oury DIALLO11

9 Mamadou sita DIALLO 44 幹部乗組員

10
Aboubacar
PENDESSA

51 機関士

Bandjou CONDE8 航海士37
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月

資源

底魚類

頭足類

沿岸エビ類

外洋エビ類

外洋浮魚類

海洋調査航海
総航海日数：107 日

考慮･検討点

・底魚類

漁獲量(1998)は4－6月が多。→年2回の調査を行うが、春をメインとし秋をサブとする。

・調査では同一の漁具を用い、定点を決めグリッド調査を行う。

・春の調査ではグリッド数を最多に設定し、秋にはグリッド数を間引きして行う。

・春にはボンゴネットを用い産卵稚仔調査を行う。

・頭足類

漁獲量は4－6月が多。→ギニア側が期待している資源の為、漁獲量最多期および秋の2回調査とする。

・調査地域は湧昇流が発生し主な漁場となっている北西海域とする。

・エビ類

エビは外洋･沿岸とも今迄にあまり統計資料はない。→漁獲量は年変化が少ないが沿岸エビでは3－4月に漁獲が増えている。その時期を含め、沿岸・外洋をまとめて調査とする。

・外洋浮魚調査

今までの調査では3－4月に北西海域、水深15－40ｍのところで湧昇流が確認され、その時期に浮魚類資源がその海域に集中するとみられている。その時期を含め年2回調査とする。

・海洋調査

雨季に1回、およびその影響で塩分濃度低下を招く時期11月に一回、それを除く時期1回の計3回調査を行う。

・外洋浮魚調査と並行して行う。

・その他

雨季とくに7－9月の降水量は多い。→ドックを1月に。この期間は調査を外す。この時期には陸上ラボでの解析を集中させる。

2月 3月 4月

ドック

9月 10月 11月 12月5月 6月 7月 8月1月

21日 15日

7日

10日

7日

計12日 計12日

10日

10日

10日

10日

10日

10日

計21日

計21日
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CNSHBの要員・技術レベル評価法とその評価 

調査･研究員 

研究員および研究員集団の新調査船使用に当っての水産資源調査に係る技術的レベルを評価す

るには、総体的に見て 4 通りの方法がある。 

1 番目は、自ら作製している漁獲統計資料が信頼の置ける水準に達して居ると自負し、その資

料を自由に用いているかどうかの判定である。 

第 2 番目には、センターが過去に行った調査船調査の記録・報告書を審査する事によって乗船

調査員の調査技能に留まらず、陸上における資料取り纏めの能力をも判定する事。 

第 3 番目には、センターが独自で刊行したしているかどうか、またその内容についてのレベル

を判定する事。 

第 4 番目には、当事者達とのインタービューを通じて研究内容の妥当性と研究手法の取得の程

度を直接的に審査する方法である。 

調査団は、これら 4 通りの審査を全て行った。その結果、センターは未だに「未発達の部分」や

「未到達の部分」を内在させてはいるが、 

① 基礎的学力や手法には充分な知見と技術を習得している事、 

② ある面ではかなり高い水準に達している部分も認められる事、これらの事から 

③ まだ「未発達の部分」は近い将来に次第に開発され得る事、 

④ 「未到達の領域」についても、今後の研鑚で到達できる潜在的可能性が認められる 

と判定し、近く自らの調査船を用いた初めての試みを開始する事に適正な資格と条件を保有して

いると判断した。 

 

（ⅰ）（ⅰ）（ⅰ）（ⅰ）統計資料の点検、その利用のされ方、統計処理担当官とのインタービューによる審査 

統計処理担当者も利用者（研究者）も自らが創り上げた漁獲統計値に誇りを持ち、かつより

良い統計精度を生み出すように努力し続けている様子が窺われた。例えば「オブザーバー・レ

ポート」の書式や記入の実例やその処理の仕方などを見てもその事が窺われた。また色々な記

述に良く引用して利用している様相が通例の観察であった。資源研究の基幹的資料の整備と利

用に対する積極的な態度は、極めて良好で健全と判断された。 

（ⅱ）（ⅱ）（ⅱ）（ⅱ）過去に行った調査船での調査の記録や報告書についての審査 

センターが EUの援助によって設立された直後（1985年）から近年最後に行った海上調査（1998

年）に至るまでの度重なる傭船による調査記録を点検した所、その初期の段階では調査計画と

取り纏め作業の殆どをギニアに常駐していた ORSTOM（フランス）の技術者に委ねていた様であ

ったが、中期頃（1990 年）の調査から、次第にセンターの研究者の乗船人員数が増加するなど、

センター職員の参画が明らかになり、定点調査の結果による資源の分布図の作製と表示、漁獲

率から資源の生体量を推定する作業なども定型化/定着化を始めて来た事、従って報告書の執筆

にもセンターの研究者が著者として表記される様になってきた。最終の調査報告書（1998 年）

には、センター副所長が単独で報告書を執筆するほどになってきている。これらの事は、トロ

ール調査の技法が次第にセンター職員に転移してきた事と、資料の解析手法にも次第に慣れて
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来た事を表していると判断される。しかし、未だに完全に独り立ちが出来るかどうかについて

は若干の不安が残る。特に「調査と標本採集の総合的な計画組立て」は、完全には体得出来て

は居ないと考えた方が安全と言える。現時点での駄目押しとして、今後その面での研修の機会

を与えて置く事が切に望まれる。 

（ⅲ）（ⅲ）（ⅲ）（ⅲ）センター個有の研究報告書や外部印刷物への投稿原稿についての審査 

過去にセンターが独自で刊行した研究報告書は非常に少なかった。漁具・漁法や漁業の実態、

社会・経済に関する報告書を含めて総数でも 27 編に過ぎず、とくに資源生物学上の出版物は 2

編に過ぎなかった。これは、センターが設立され研究活動を開始してからまだ日が浅く（16 年）、

材料の処理と解析のためには先進国でも長い時間を必要とする資源研究の持つ宿命的なハンデ

ィキャップもあろう。しかし数少ない 2 編の報告書は、①ハマギギ類（重要底魚類）の年齢と

成長の解析及び、②コノシロ類（重要浮魚類）の成熟と繁殖の研究に関する報告で、2 篇とも 3

名ずつの複数の研究者によって執筆されたものであった。これらの面での研究は、資源生物学

的には必須の分野であるから、研究者の潜在的な解析能力はかなり高い所まで達しつつ在ると

見て良い。年齢についての解析が少ない事の原因は、年齢査定の基本である耳石処理の為の切

断機が老朽化・破損し、使用不能と成って居たことにも原因がある。また、全般に近年の印刷

物が少ない事の原因には、センターの印刷機が数年前に故障し、過去数年間にわたってセンタ

ーの印刷機能が停止して仕舞い込んでいる、と言う事にも在る。研究員達の手持ち資料を探索

したところ、ドラフトの状態で印刷待ちの状態で眠っている原稿が幾つも存在していた。 

センターの独自ではない印刷物としては、IRD との共同定期出版物（「ギニア水域における

資源とその開発」と題する研究報告の収録集で IRD が印刷している）がある。近年の同出版物

には、センター研究者の単独ないし共著者としての研究報告が増加している。しかしこの分野

においても、社会・経済、漁業の実態等の分野での発表が殆どで、資源研究の報告は皆無であ

るのは上に述べた理由によるのであろう。同種の出版物としては「ATLAS」（資源、漁業、環境

に付いての概説的出版物）がある。その最新版（1997 年版）では、センターの研究者たちが主

体的に資料処理と執筆を行うまでに成っている。つまる所、この面から見てもセンターの研究

者達の技術的能力は向上して来ていると考えて良い。 

（ⅳ）（ⅳ）（ⅳ）（ⅳ）当事者達とのインタービューによる研究内容の妥当性と手法取得の程度の審査 

上に述べた様に、この調査の他の項目を含み、全般的な調査研究関係の事情の詳細を審査す

る為に、5 月 29 日から 31 日の間にセンターの主だった研究者達と合同で集中的な討論と協議

を行った。この調査の討論と協議に出席した研究員は、副所長を始めとして総勢 11 名であった。

その結果、多くの事項についての詳細な事情が判明した。得られた結果は本報告の随所に記述

した。 

（ⅴ）（ⅴ）（ⅴ）（ⅴ）「未発達」と「未到達」の分野について 

現時点ではセンターの研究者達が全ての調査手法や解析手法を習熟している訳では決して無

い。センターは設立されてから未だ 16 年の歳月しか経過していない。日常的に適用している手

法や技法が「幼い事」はその意味では当然の事であろう。むしろ、その短い期間に途上国の悪

条件を越えて、成長している足跡がうかがえる。今後においてもこの面での成長への意欲は充

分に備えていると判定されるから、事業団の勧告している様に「段階的な発展」を図って行く
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素地は充分にあると考える。 

水産資源の研究を行う上での究極の目標は「資源の動向を評価」する事にあるが、「評価」

の側面で見れば、センターの研究者集団は未だに完全に「未到達」である。個体群の成長法則

を明らかにし、資源の年齢組成を推定し、繁殖生態をも明らかにし、加入の条件を設定してコ

ホルト解析（年級群解析）を行ない、資源の再生産関係を吟味すると言う「評価」の真髄に迫

る作業には全く手が及んでいない。しかしこれも、事業団の勧告している様に「段階的な発展」

を図って行く素地は充分にあり得ると考える。 
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